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1令和３年版情報通信白書の構成



2序章 我が国のデジタル化の歩み（デジタル化の進展①）
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※モバイル端末とは、

携帯電話、ＰＨＳ及び

スマートフォンを指す

パソコン

モバイル端末

● 2000年代前半、ADSLの普及などによりインターネットの利用率も大幅に増加。

● 2000年代後半からFTTHの普及が進み、DSLからの乗換えも進行。2015年には利用可能世帯が99.98％に。

● 移動通信においてもブロードバンド化が進行し、2010年にはモバイルからのインターネット接続がPCを上回る。

固定系ブロードバンド等の契約数推移 インターネット利用率※

インターネットを利用する際の利用機器の割合

（出典）総務省「通信利用動向調査」
各年版を基に作成

（出典）総務省「通信利用動向調査」各年版を基に作成
（出典）総務省「電気通信

サービスの契約数及びシェ
アに関する四半期データの
公表」各年版を基に作成

※2019年調査の調査票の設計が一部例年と異なっていたため、経年比較に際しては注意が必要。



3序章 我が国のデジタル化の歩み（デジタル化の進展②）

● 移動通信の契約数は、2020年12月末で約1.9億（グループ内取引調整後）に達し、人口普及率は約151％。

● 我が国におけるブロードバンド普及状況は世界トップレベル。2020年時点で固定系ブロードバンドに占める光
ファイバの割合は2位。モバイルブロードバンド普及率（100人あたり契約数）は1位。

固定系ブロードバンドに占める光ファイバの割合
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モバイルブロードバンド普及率
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通信サービス加入契約数の推移

（百万）

（出典）総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する
四半期データの公表」各年版を基に作成



4序章 我が国のデジタル化の歩み（デジタル化の進展③）

● ICT利用のうち、電子商取引市場は順調に拡大し、2019年時点で約19.4兆円に達する。

● 我が国企業のICT投資は伸び悩んでおり、2018年は15.8兆円にとどまる。増加傾向の続く米国とは対照的。

● ICT人材の不足も深刻化。2018年時点で約22万人不足し、さらなる不足が見込まれる（経産省試算による）。

国内電子商取引（ＢｔｏＣ）市場規模※ 日本のＩＣＴ投資額（名目）

米国のＩＣＴ投資額（名目）650 

44,240 34,560 

193,609 
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※市場規模の定義が2005年以降とそれ以前では異なるため、
市場規模を単純比較することはできない。
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（出典）経済産業省「電子商取引実態調査」各年版を基に作成

（出典）OECD Stat

（出典）OECD Stat



5序章 我が国のデジタル化の歩み（国際指標でみるデジタル化①）

● 国際経営開発研究所（IMD）のデジタル競争力ランキングでは、日本は63か国中27位（2020年）。

● ３つの要因のうち、「技術」、「将来への備え」の順位が近年低下傾向。詳細に見ると、「人材」では、「国際経
験」及び「デジタル／技術スキル」、「ビジネスの俊敏性」では、「機会と脅威」、「企業の俊敏性」、「ビッグデータ
の分析と活用」の評価が低い。

ＩＭＤデジタル競争力ランキングの我が国順位

20 20

23 23

27

22 23

27

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

※全63か国のうち

2018 2020

教育評価（PISA-数学） 4 5

国際経験 62 63

外国人高度技術者 50 54

都市管理 6 14

デジタル/技術スキル 48 62

留学生 25 26

【人材】

2018 2020

機会と脅威 62 63

世界のロボット分布 - 2

企業の俊敏性 63 63

ビッグデータの分析と活用 56 63

知識移転 28 45

企業家の失敗への恐れ - 32

【ビジネスの俊敏性】

順位 国・地域

1 アメリカ

2 シンガポール

3 デンマーク

4 スウェーデン

5 香港

6 スイス

7 オランダ

8 韓国

9 ノルウェー

10 フィンランド

【上位10か国（2020）】

（出典）総務省（2021）「ポストコロナの経済再生に向けたデジタル活用に関する調査研究」



6序章 我が国のデジタル化の歩み（国際指標でみるデジタル化②）

● 世界経済フォーラム（WEF）の国際競争力ランキングでは、我が国は141か国中6位（2019年）となっている。

● 順位が高い背景として、「インフラ」、「ICT導入」、「ヘルスケア」が指標に含まれている点が挙げられる。

● また、「イノベーション能力」も「特許出願」や「R&D経費」が高スコアのため、評価が高い。

ＷＥＦ国際競争力ランキングの我が国順位

（出典）総務省（2021）「ポストコロナの経済再生に向けたデジタル活用に関する調査研究」

2018 2019 2018 2019

スコア (0～100) ランキング大項目 中項目

環境

制度 71.1 71.7 20 19

インフラ 91.5 93.2 5 5

ICT導入 87.4 86.2 3 6

マクロ経済安定性 93.9 94.9 4 42

人的資本
ヘルスケア 100.0 100.0 1 1

スキル 73.7 73.3 26 28

市場

製品市場 72.9 70.4 5 6

労働市場 71.1 71.5 18 16

金融システム 86.4 85.9 10 12

市場規模 86.7 86.9 4 4

イノベーション
エコシステム

ビジネスダイナミズム 75.7 75.0 14 17

イノベーション能力 79.3 78.3 6 7

総合 82.0 82.0 5 6

 制度
 インフラ
 ICT導入
 マクロ経済安定性

環境

 ヘルスケア
 スキル人的資本

 製品市場
 労働市場
 金融システム
 市場規模

市場

 ビジネスダイナミズム
 イノベーション能力

イノベーション
エコシステム

• 携帯電話加入者
• モバイルブロードバンド加入者
• 固定ブロードバンド加入者

• 光ファイバーインターネット
加入者

• インターネットユーザー

• 労働者の多様性
• クラスター開発
• 国際共同発明
• マルチステークホルダー協力
• 学術論文

• 特許出願
• R&D支出
• 研究施設の質
• 消費者の認識
• 商標の申請



7序章 我が国のデジタル化の歩み（国際指標でみるデジタル化③）

● 国連経済社会局（UNDESA）の世界電子政府ランキングでは14位（2020年）。人的資本指標の評価が一貫して
低いほか、行政のデジタル化の遅れに伴い、オンラインサービス指標の数値が下がってきている。

● 他方、早稲田大学の世界デジタル政府ランキングでは、2019年は64か国中7位との評価。

国連（ＵＮＤＥＳＡ）世界電子政府ランキングの我が国順位
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順位 国・地域

1 デンマーク

2 韓国

3 エストニア

4 フィンランド

5 オーストラリア

順位 国・地域

6 スウェーデン

7 英国

8 ニュージーランド

9 米国

10 オランダ

【上位10か国（2020）】

（出典）UN e-Government Surveysを基に
NTTデータ経営研究所作成

（出典）国連世界電子政府ランキングを基に総務省作成
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（出典）総務省（2021）「デジタル・ガバメントの推進等に関する調査研究」



8序章 我が国がデジタル化で後れをとった理由

ICT投資の低迷

レガシーシステムが多く残っており、その考え方やアーキテクチャから抜け出せていない。システム開発についても、
変化が激しい現代においてはアジャイル開発の導入が必要であるが、進んでいない。これらにより、オープン化・ク
ラウド化への対応、業務・データの標準化が遅れ、業務改善やデータ活用が進んでいない。

業務改革等を伴わないICT投資

我が国のICT投資は、業務効率化のために用いられることが多い上、システム開発はコア業務でないという考えの
下、全面的に外部のICT企業に依存し、ユーザー企業にノウハウやスキルが蓄積されないことが多いことから、業務
や組織の改革をしない形のICT投資となり、十分に効果を発揮していない。

ICT人材の不足・偏在

システム開発等をICT企業に依存しており、ユーザー企業内でICT人材を育成・確保できていない。

過去の成功体験

かつて「電子立国」とも称されていた成功体験に基づき、未だに個別最適による業務改善を中心としたり、デジタル
で解決できることを人材の質・量で解決していると言われている。

デジタル化への不安感・抵抗感

デジタル化の進展に伴う情報セキュリティなどの新たな脅威に対する不安のほか、インターネット上の偽情報への
対応、慣れないデジタル操作など、様々な要因により、デジタル化への不安感・抵抗感が生じていると考えられる。

デジタルリテラシーが十分ではない

情報セキュリティ等の問題に対応するには、技術の進展だけでなく使う側の情報リテラシーが必要であるが、ユー
ザのリテラシー不足を指摘する声は多い。



9第１章第１節 国民のデジタル活用（デジタル活用の現状①）

● 情報通信機器のうち、モバイル端末の世帯保有率は9割を超えており、その中でも、スマートフォンの世帯保
有率は8割を超えている。

● 個人の端末利用はスマートフォンが約9割。世代別に見ると、スマートフォンは年齢が低い方が利用率は高
いものの、全世代的に利用されているのに対し、テレビは年齢が高いほど利用率が上昇する傾向。

情報通信機器の世帯保有率
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2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

モバイル端末全体（携帯電話・PHS及びスマートフォン）

スマートフォン

パソコン

固定電話

タブレット型端末

（出典）総務省「通信利用動向調査」各年版を基に作成 （出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意識の変化に関する調査研究」
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【スマートフォン】

端末の利用状況

【テレビ】



10第１章第１節 国民のデジタル活用（デジタル活用の現状②）

● インターネットを利用したサービスの利用状況は、「インターネットショッピング」や「支払い・決済（クレジット
カード等）」といった消費に関するサービスの利用が多い一方、「公的サービス」の利用は2割弱にとどまる。

● 世代別に見ると、消費関係の利用は世代間の差は小さい。SNS等は、年齢が上がるにつれて利用率が低下
するのに対し、公的サービスは60歳以上の利用率が高いなど、年代によって活用状況に差異が見られる。

73% 70% 73% 71%
76% 78%

33%
40% 40%

32% 36%

18%

0%
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80%

100%

全体 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60歳以上

インターネットショッピング
オークション・フリマ

【インターネットショッピング、オークション・フリマ】

インターネットサービスの利用状況（年代別）
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18%
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20%
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【公的サービス】

（出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意識の変化に関する調査研究」
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支払い・決済（クレジットカード、デビットカード）
QRコード決済

【支払い・決済及びＱＲコード決済】

【ＳＮＳ及びメッセージサービス】
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73%

67%

61%

58%

56%

51%

50%

49%

34%

33%

29%

28%

28%

22%

22%

20%

15%

6%

0% 20% 40% 60% 80%

インターネットショッピング

支払い・決済

地図・ナビゲーション

情報検索・ニュース

動画配信

QRコード決済

メッセージングサービス

SNS

予定管理・カレンダー

オークション・フリマ

チケット予約

株取引・オンラインバンキング

音楽配信

ソーシャルゲーム・…

健康管理・運動記録

公的サービス

ファイル共有サービス

上記のいずれの…

オンラインゲーム

普段利用しているインターネットサービス

サービスも利用していない



11第１章第１節 国民のデジタル活用（デジタル活用への見方、課題）

● コロナ禍におけるデジタル活用によって生じた変化について、消費分野では「定着する」との回答が多かった
ものの、他の分野では慎重な見方が示される。

● 見方にはデジタル利用経験の有無が影響しており、継続的な利用経験が定着に必要と考えられる。

● デジタル化が進まない理由としては、不安感・抵抗感やリテラシーに関する回答が上位を占める。

デジタルによる変化は定着するか

29%

15%

12%

11%

9%

49%

55%

53%

57%

52%

12%

17%

21%

18%

23%

3%

5%

6%

6%

7%

8%

8%

9%

8%

9%

0% 50% 100%

消費

行政

医療・介護

働き方

教育

ほとんどが定着すると思う

一部は定着すると思う

どちらかといえば、定着しないものが多いと思う

ほとんど定着しないと思う

どちらともいえない・わからない

デジタルによる変化は定着するか
（デジタル利用経験別）

17%

9%

0% 20% 40% 60%

利用している

利用していない

【テレワーク及びワーケーション】

41%

14%

0% 20% 40% 60%

利用している

利用していない

【インターネットショッピング】

43%

17%

0% 20% 40% 60%

利用している

利用していない

【電子マネー・電子決済・QR決済サービス】

（出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意識の変化に関する調査研究」

52%

44%

37%

36%

34%

34%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

情報セキュリティやプライ
バシー漏えいへの不安があ

るから

利用する人のリテラシーが
不足しているから

様々な分野におけるデジタ
ルでの業務利活用が不十分

だから

通信インフラが不十分だか
ら

デジタルサービスを利用す
るための十分な機能を備え

た…

利用者がデジタルに対する
抵抗感を持っているから

（n=335、複数回答）

情報端末が一人一人に十分に行きわたっていないから

世の中でデジタル化が進んでいないと
思う理由



12第１章第１節 国民のデジタル活用（パーソナルデータの活用）

● パーソナルデータを提供することへの不安は、前回調査と比較して、我が国では低下したのに対し、米国や
ドイツでは上昇しており、各国間での差は縮まりつつある。

● 具体的にどのデータの提供に不安を感じるかは、「口座情報・クレジットカード番号」、「公的な個人識別番
号」、「生体情報」など、どの国も傾向は共通している。

サービス・アプリケーションの利用に当たって
パーソナルデータを提供することへの不安

提供に当たって不安に感じるパーソナルデータ

25%

48%
33% 28%

41%

25%

34% 40%

18%
14%

21% 18%

5%
7% 9% 12%

10% 5% 4% 3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

日本 米国 ドイツ 中国

よくわからない

あてはまらない

どちらかといえばあてはまらない

どちらかといえばあてはまる

あてはまる

20% 19% 16% 11%

58%
48% 49% 63%

15%
23% 28%

20%

2% 6% 5% 5%6% 5% 3% 1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

日本 米国 ドイツ 中国

よく分からない

全く不安を感じない

あまり不安を感じない

やや不安を感じる

とても不安を感じる

0

20

40

60

80

100

氏名・住所 連絡先（メールアドレス、
電話番号等）
年代

生年月日

身長・体重

勤務先名
（学生の場合は、学校名）

所得・年収

学歴
生体情報（顔画像、指紋など）

趣味
病歴・病状

位置情報、行動履歴

商品購買等の履歴

音楽や動画の視聴履歴

Webサイトへのアクセス履歴

スコアリング情報（個人の信用度を数値化し
たもの）

口座情報・クレジット
カード番号

公的な個人識別番号

日本 米国 ドイツ 中国

（出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意識の変化に関する調査研究」

【2019年度】【2020年度】



13第１章第１節 国民のデジタル活用（高齢者のデジタル活用）

● 高齢者を対象とした調査では、デジタル機器を利用しない理由として、「自分の生活に必要ない」、「使い方
がわからない」、「家族に任せればよい」といった回答が上位を占めている。

● 高齢者等がデジタル社会から取り残されないよう、デジタル活用支援の取組は、我が国だけでなく、海外で
も実施されている。

スマートフォンやタブレットの利用状況 スマートフォンやタブレットを
利用していない理由（70歳以上）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

20代

30代

40代

50代

60代

70歳以上

１．よく利用している

２．ときどき利用している

３．ほとんど利用していない

４．利用していない

無回答

デジタルスキル向上プロジェクト
（ポルトガル・MUDA）

（出典）内閣府（2020）「情報通信機器の利活用に関する世論調査」を基に総務省作成 （出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の
実態と利用者意識の変化に関する調査研究」

0% 20% 40% 60%

自分の生活には必要ない

と思っているから

どのように使えばよいかわからないから

必要があれば家族に任せれば

よいと思っているから

情報漏洩や詐欺被害等のトラブルに

遭うのではないかと不安だから

購入や利用にかかる

料金が高いと感じるから

どこで何を購入すれば

よいかわからないから

以前使おうとした、もしくは使って

みたことがあるが、うまく使えなかったから

その他



14第１章第２節 企業のデジタル活用（デジタルによる生産性向上）

● 我が国の労働生産性は、2019年時点で米国の約6割にとどまる。

● 産業別の労働生産性では、情報通信産業の生産性は上昇傾向にあり、全体の生産性向上に寄与。

● 労働生産性の向上にICTは有効であるが、単なる効率化ではなく産業構造の変革や新たな価値を創造する
デジタル・トランスフォーメーションの実施が求められる。

13.3 
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労働生産性の国際比較（2019年）

情報通信産業と一般産業 労働生産性指数の推移

クラウドサービス、テレワークの利用、導入と
労働生産性の関係
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テレワーク導入済 テレワーク未導入

（万円）

（出典）成長戦略会議（2020.11.19）資料

（出典）総務省（2021）「ICTの経済分析に関する調査」

（出典）総務省「通信利用動向調査」（各年）

（出典）総務省「通信利用動向調査」（各年）



15第１章第２節 企業のデジタル活用（改めて注目されるデジタル・トランスフォーメーション）

● デジタル・トランスフォーメーション（DX）とは、デジタル技術の活用による新商品等の提供、新たなビジネス
モデルの開発を通して、社会制度や組織文化なども変革していく取組。

● デジタル企業の参入により既存企業が退出を余儀なくされるデジタル・ディスラプションが存在。最近はデジ
タル間のディスラプションも発生。我が国企業もデジタル化による影響の認識を高めている。

（出典）総務省（2019）令和元年版情報通信白書を一部改変

「デジタル化」の違い

デジタル化による影響

デジタル・ディスラプションの例

9.1%

15.8%

14.4%

38.2%

32.7%

31.3%

47.9%

47.3%

53.1%

3.6%

3.6%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2017年度

（N=165)
2018年度

（N=165)
2019年度

（N=160)

既に影響が出ている 破壊的な影響をもたらす可能性がある

ある程度は影響する可能性がある あまり影響があるとは思わない

全く影響はない 判断できない、分からない

（出典）JUAS・野村総合研究所（2020）を基に作成

企業名 内容

AKIRA（日本） 子供服のリサイクルショップ。フリマアプリの成長により、2018年に破産。

文教堂グループ
ホールディングス
（日本）

中規模の書店。ネット通販・コンテンツ配信の成長により、2019年に事業再生ADR
が受理。

トーマス・クックグ
ループ（英国）

老舗の旅行会社。ネット専門旅行会社や、個人が直接宿の貸し借りをする民泊の
成長により、2019年に破産を申請。

イエローキャブ（米
国）

サンフランシスコ最大のタクシー会社。個人タクシー配車アプリの成長により、2016
年に連邦破産法11条の適用を申請。

マクラッチー（米
国）

新聞大手。2020年に連邦破産法11条の適用を申請。後発でデジタル化を進めた
が、米国のデジタル広告市場はDXにより強固なモデルを確立したFacebookと
Googleが6割を占め、対抗できなかった。

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

デジタル企業がディスラプションを受けた例

企業名 内容

mixi（日本） SNS大手。Facebookの実名制を基にした精度の高い広告や知人かもしれない人
の自動表示といったDXによるユーザー数の拡大により、苦境に陥った。

グリー（日本） 携帯電話ゲームプラットフォーム大手。AppStore等のスマホアプリプラットフォーム
にiPhone等の製品・サービスを用いた囲い込みにより、2012年から業績が低迷。

THQ（米国） 家庭用ゲーム機大手。スマホゲームの成長により、2012年に連邦破産法11条の
適用を申請。Facebook、Google、Appleがユーザーを囲い込み広告又は端末で収
益を上げる一方でゲーム等のコンテンツを無料又は安価にするDXを行う。

iTunes（米国） 音楽配信サービス。iTunesが有料であったのに対し、Spotifyは無料会員をオー
ディオ広告により有料会員化させるDXを行う。2019年にAppleMusic等の3つのアプ
リに分割。



16第１章第２節 企業のデジタル活用（デジタル・トランスフォーメーションの実践）

● デジタル・トランスフォーメーションで得るべき効果や取組の内容は、企業の置かれる状況によって異なる。

● 具体的な取組は、「組織に関する取組」、「人材に関する取組」、「ICTに関する取組」に大別される。

● 期待する効果は、「社内における効果」、「自社の製品・サービスにおける効果」、「社外・対顧客における効
果」に大別される。

デジタル・トランスフォーメーションの取組事例

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

企業属性 取組内容
効果

社内面 製品・サービス面 社外・顧客面

企業名 業種 規模 組織面 人材面 ICT活用 業務効率
化・コスト削

減

企業文化・
働き方の変

革

既存製品・
サービスの
高付加価
値化

既存製品・
サービスの
販路拡大

新製品・
サービスの
創出

新規事業
の創出

他社との
関係強化

顧客満足
度向上

クリスプ 飲食業 中小 新会社を
設立

スマホアプリ、クラウド、デー
タ分析 ○ ○ ○ ○ ○ ○

日本交通 陸運業 大手 IT人材の採用 スマホアプリ、クラウド、デー
タ分析 ○ ○ ○ ○ ○

久野金属工業 製造業 中小 外部との連携 IoT、クラウド、データ分析 ○ ○ ○

アルフレッサ 卸売業
(医薬品） 大手 外部との連携 AI、クラウド、データ分析、

UIの改善 ○

JAむなかた 農業 － 外部との連携 IoT、データ分析 ○ ○

ゑびや 飲食・
小売業 中小 新会社を設立 AI、データ分析 ○ ○ ○ ○

イオン 小売業 大手 IT業務を集約し
た会社を設立

クラウド ○ 〇

関西電力 電力業 大手 共同で新会社を
設立

AI、データ分析 ○ ○

トラスコ中山 卸売業
(機械工具) 大手 デジタル戦略本

部を設置
AI、データ分析 ○ ○ ○ ○

ブリヂストン 製造業 大手 社外から中途採用 IoT、クラウド、データ分析 ○ ○ ○

GA technologies 不動産業 大手 業務支援システ
ムを他社へ提供

スマホアプリ、クラウド ○ ○ ○ ○

銀泰百貨（中
国） 小売業 大手 データ分析、スマホアプリ、

ライブコマース ○ ○

Audi（独） 自動車 大手 マルチタッチテーブル、タブ
レット、VR ○ ○ ○

McCormick＆
Company（米） 食品業 大手 データ分析、AI ○ ○

Netflix（米） 情報通信
業 大手 データ分析 ○ ○
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● 我が国における取組状況は、情報通信業、金融・保険業で取組が進む一方、医療・福祉、運輸業、郵便業、
宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業ではあまり取組が進んでいない。

● 本社所在地別では、東京23区＞政令指定都市＞中核市＞その他の市町村の順となる。

デジタル・トランスフォーメーションの取組状況（業種別）

第１章第２節 企業のデジタル活用（アンケートからみるデジタル・トランスフォーメーションの実態①）

デジタル・トランスフォーメーションの取組状況（地域別）
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農業、林業(n=22)
漁業(n=4)

鉱業、採石業、砂利採取業(n=7)
建設業(n=3627)
製造業(n=3663)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=756)
情報通信業（通信業）(n=312)
情報通信業（放送業）(n=13)

情報通信業（情報サービス業）(n=1026)
情報通信業（インターネット附随サービス業）…
情報通信業（映像・音声・文字情報制作業）…

運輸業、郵便業(n=1393)
卸売業、小売業(n=1846)
金融業、保険業(n=743)

不動産業、物品賃貸業(n=577)
学術研究、専門・技術サービス業(n=177)

宿泊業、飲食サービス業(n=828)
生活関連サービス業、娯楽業(n=636)

教育、学習支援業(n=656)
医療、福祉(n=2870)

複合サービス事業(n=89)
サービス業（他に分類されないもの）(n=796)
公務（他に分類されるものを除く）(n=70)

その他(n=246)

2018年度以前から実施している 2019年度から実施している 2020年度から実施している
実施していない、今後実施を検討 実施していない、今後も予定なし
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東京23区・大
(n=2655)

政令指定都市・大
(n=1782)

中核市・大
(n=1029)

その他の市町村・大
(n=1151)

東京23区・中小
(n=2567)

政令指定都市・中小
(n=3637)

中核市・中小
(n=2806)

その他の市町村・中小
(n=5043)

2018年度以前から実施している 2019年度から実施している
2020年度から実施している 実施していない、今後実施を検討
実施していない、今後も予定なし

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」



18第１章第２節 企業のデジタル活用（アンケートからみるデジタル・トランスフォーメーションの実態②）

● デジタル・トランスフォーメーションの実施目的を尋ねると、日本では「業務効率化・コスト削減」を挙げる企業
は多いが、「新製品・サービスの創出」、「新規事業の創出」、「ビジネスモデルの変革」等を挙げる企業は米
国・ドイツに比べて少ない。

● 我が国企業が先端技術を活用する目的でも、「業務効率の向上」、「コスト削減」との回答が多い。

先端技術（IoT、AI）の活用目的

（出典）財務省（2018）「財務局調査による「先端技術（IoT、AI等）の活用状況」について」

デジタル・トランスフォーメーションの目的

39%

28%

25%

21%

28%

28%

45%

30%

10%

31%

31%

33%

34%

33%

38%

37%

27%

16%

31%

29%

27%

26%

24%

37%

39%

21%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

既存製品・サービスの高付加価値化

既存製品・サービスの販路拡大

新製品・サービスの創出

新規事業の創出

ビジネスモデルの変革

顧客満足度の向上

業務効率化・コスト削減

企業文化、働き方の変革

他社等との関係強化

日本
米国
ドイツ

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

16.5%

1.8%

6.3%

17.5%

69.5%

39.3%

13.1%

4.3%

0% 20% 40% 60% 80%

既存事業の規模拡大
（競争力強化）

新事業への進出（多角化）

新製（商）品・
サービスの開発

既存製（商）品・サービス
への付加価値の付与…

業務効率の向上
（従業員の負担軽減）

コスト（人件費、
保守費用等）の削減

人手不足の解消

その他

（n=763）

（品質・ブランドの向上）



19第１章第２節 企業のデジタル活用（アンケートからみるデジタル・トランスフォーメーションの実態③）

デジタル・トランスフォーメーションに取り組むことによる具体的効果

● デジタル・トランスフォーメーションによる効果を尋ねたところ、日本は「業務効率化・コスト削減」で効果が出
たとの回答が多いのに対し、米国・ドイツでは、「既存製品・サービスの販路拡大」、「新製品・サービスの創
出」、「新規事業の創出」、「ビジネスモデルの変革」等で効果が出たとの回答が日本と比べると高い。

● 実施目的として掲げている場合は、効果も発現しやすいとの結果になっている。

21%

21%

22%

16%

26%

20%

42%

27%

5%

0%

11%

28%

34%

36%

37%

37%

35%

31%

23%

14%

0%

1%

25%

32%

28%

32%

25%

34%

30%

18%

7%

0%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

既存製品・サービスの高付加価値化

既存製品・サービスの販路拡大

新製品・サービスの創出

新規事業の創出

ビジネスモデルの変革

顧客満足度の向上

業務効率化・コスト削減

企業文化、働き方の変革

他社等との関係強化

その他

特に効果なし

日本
米国
ドイツ

＜目的の有無に関わらない場合＞

37%

36%

40%

34%

45%

37%

67%

51%

20%

1%

54%

49%

54%

54%

52%

50%

50%

43%

44%

0%

47%

51%

43%

48%

46%

54%

56%

45%

43%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

既存製品・サービスの高付加価値化

既存製品・サービスの販路拡大

新製品・サービスの創出

新規事業の創出

ビジネスモデルの変革

顧客満足度の向上

業務効率化・コスト削減

企業文化、働き方の変革

他社等との関係強化

その他

日本
米国
ドイツ

＜目的を有している場合＞

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」



20第１章第２節 企業のデジタル活用（アンケートからみるデジタル・トランスフォーメーションの実態④）

● 働き方改革関連でのICT導入は、持ち運び可の端末、グループウェア、遠隔会議システム、勤怠管理ソ
リューションなどは、日本が米国・ドイツを上回っている。

● 社内・社外手続きの電子化について、社内手続きの電子化がなされている企業が多いのに対し、社外との
手続きの電子化はあまり進んでいない。

社内・社外手続きの電子化の状況

63%

52%

35%

48%

57%

11%

25%

30%

8%

12%

5%

34%

29%

38%

45%

48%

25%

29%

21%

17%

10%

1%

42%

34%

31%

37%

46%

21%

18%

23%

10%

6%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

持ち運び可の端末（ノートPC、タブレット）支給

社外から社内の情報にアクセスできる仕組み

コミュニケーションツール（Slack、Workplace等）

グループウェア（Google Workspace、Microsoft 
Office 365、サイボウズ Office等）等の情報共有シ…

遠隔会議システム（Zoom、Microsoft Teams、
Webex等）

オンライン商談ツール（Whereby、bellFace等）

電子決裁、電子契約システム

勤怠管理ソリューション

ICTを活用したヘルスケア管理の実施

ロボット、RPA（ロボティクスプロセスオートメーション）等
を活用した業務の自動化

いずれも導入・利用していない

日本
米国
ドイツ

ステム

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

39%

38%

18%

8%

14%

8%

28%

29%

28%

19%

20%

16%

17%

16%

25%

24%

19%

20%

11%

11%

16%

23%

23%

28%

5%

6%

13%

25%

25%

27%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社内稟議における申請処理

社内稟議における承認・決裁処理

社内で利用する書類への押印・サイン

取引先等に提出する書類への押印・サイン

社外取引（グループ会社）における契約処理

社外取引（グループ会社以外）における契約処
理

すべて電子化されている 8割程度電子化されている 5割程度電子化されている

2割程度電子化されている まったく電子化されていない

「働き方改革」関連でのICT導入・利用状況

社内

社外



21第１章第２節 企業のデジタル活用（アンケートからみるデジタル・トランスフォーメーションの実態⑤）

業務におけるデジタル技術の活用状況

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

● デジタル・トランスフォーメーションに取り組む際に活用するICTを尋ねたところ、「データ分析」、「クラウド」、
「スマホアプリ」などが高い割合を示したが、日本企業の活用状況は米独と比べて低調。

● デジタル・トランスフォーメーションを進める際の課題として、人材不足を挙げる日本企業は多い。我が国で
はICT人材はICT企業に集中し、ユーザ企業におけるICT人材の確保は従前からの課題。

主要国のＩＣＴ人材比較

72%
35%

44%
46%

39%
47%

0% 50% 100%

日本
米国

カナダ
イギリス
ドイツ

フランス
ICT企業 ユーザ企業

（出典）令和元年版情報通信白書

ＤＸを進める上での課題

24%
28%

42%
54%

30%
10%
10%

7%
14%

7%

35%
35%

63%
61%

62%
31%

27%
24%

18%
32%

29%
27%

58%
65%

53%
25%

14%
14%

9%
24%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

AI
IoT

データ分析
クラウド

スマホアプリ
ブロックチェーン
ドローン/ロボット

AR/VR
RPA
5G

日本
米国
ドイツ

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーション
による経済へのインパクトに関する調査研究」

53%

27%

20%

33%

13%

15%

24%

26%

8%

12%

13%

4%

0%

9%

27%

28%

30%

31%

26%

22%

26%

21%

15%

12%

15%

8%

0%

5%

32%

18%

20%

31%

20%

16%

22%

22%

11%

5%

11%

3%

0%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

人材不足

資金不足

業務の変革に対する社員等の抵抗

費用対効果が不明

規制・制度による障壁

文化・業界慣習による障壁

ICTなど技術的な知識不足

既存システムとの関係性

検討する時間がない

アイデアが出ない

情報流出懸念（セキュリティ不安）

失敗が許されない企業風土

その他

特に課題はない

日本
米国
ドイツ



22第１章第２節 企業のデジタル活用（アンケートからみるデジタル・トランスフォーメーションの実態⑥）

● デジタル・トランスフォーメーションに取り組む企業は売上高を伸ばしており、日本企業が米国並みに取り組
む場合でシミュレーションを行うと、製造業で約23兆円、非製造業で約45兆円の売上高押し上げ効果となる

● デジタル・トランスフォーメーションを行う上では、社内の意識改革、推進体制の構築、制度・慣習の改革、人
材の育成・確保、デジタル技術の活用によるビジネスモデル変革などが必要となる。

ＤＸの実施による売上高押し上げ効果 ＤＸに取り組む上で必要な変革

（出典）総務省（2021）「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究」

全回答
企業

DX進展度３

-11.0% -5.3%（5.7%の押し上げ効果）
(22兆5,318億円)

DX進展度２
DX進展度１

非DX企業

DX進展度３

DX進展度２
DX進展度１

非DX企業

売上高の増減

企業の
割合

売上高の
増減

38.2% 0.5%

16.6% -2.6%
8.8% -6.3%

36.4% -12.5%

【製造業】

現状 DXに取り組む企業が
米国並みに増える場合

【非製造業】

企業の
割合

売上高の
増減

8.0% 0.5%
3.5% -2.6%
1.8% -6.3%

86.7% -12.5%

全回答
企業

DX進展度３

-9.0% -4.8%（4.2%の押し上げ効果）
(45兆1,611億円)

DX進展度２
DX進展度１

非DX企業

DX進展度３

DX進展度２
DX進展度１

非DX企業

売上高の増減

企業の
割合

売上高の
増減

7.4% 1.5%
3.5% -1.8%
2.4% -4.3%

86.6% -11.7%

企業の
割合

売上高の
増減

31.0% 1.5%

14.7% -1.8%
10.2% -4.3%

44.1% -11.7%

必要な改革 内容

社内の意識改革

・DXの必要性を認識する人間が経営層や社員の一部にとどまり、社内
全体で共有が図られていない。
・手段からではなく、自社の事業や製品・サービスが抱える問題を明確
化することから取り組むべき。

組織の改革、
推進体制の構築

・最初は特定の部署に限定した取組であっても、企業全体を巻き込んだ
取組に発展する可能性。
・日本は米国・ドイツと比べて経営層の関与が少ないとのアンケート結果。
全社的な取組になるほど上層部による主導が重要。また、専門組織を
設置して主導する場合、企業全体に関与できる権限の付与も必要。

実施を阻害する
制度・慣習の
改革

・社内に限定した制度・慣習は、上層部の判断一つで変革することが可
能。見直すべきポイントは、業務をデジタルで完結できない手続き、リ
モートでの勤務を認めない就業規則、端末やデータの社外持ち出しを全
面的に禁止するセキュリティポリシーなど。

必要な人材の
育成・確保

・デジタル技術に詳しい人材だけでなく、ビジネスを理解する人材や、
UI/UXを意識したデジタルデザインができる人材も必要。
・日本は、内部での育成を志向する傾向。米国やドイツは、外部からの
人材登用等で対応する傾向。今後は日本でも米国やドイツのような
「オープン志向」が重要。
・高度なデジタル人材が育つ環境作りも重要。社会人が学び直す「リカ
レント教育」も有用。

新たなデジタル
技術の導入・
活用による
ビジネスモデル
の変革

・日本企業は米国やドイツの企業と比べると、デジタル活用は不十分と
言わざるを得ないアンケート結果。
・国内外を問わず出現するディスラプターに対抗するには、デジタル技
術を導入・活用して新たな付加価値を付与していく必要。



23第１章第３節 公的分野のデジタル活用（課題に対する現状①）

● 2018年度時点において、国の手続きにおけるオンライン利用率は60.0％、地方公共団体の手続きにおける
オンライン利用率は52.6％。

● マイナンバーカードの普及状況について、人口に対する割合は、2021年3月末で26.3％、同年5月末で31.7％
となっている。

国の手続きにおけるオンライン利用率※

26.8 31.5 31.8 38.5 41.2 44.1 45.4 47.3 53.0 55.0 60.0 

0

20
40
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80

100

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

(%)

（年度）

オンライン利用
拡大行動計画
（2008）

新たなオンライ
ン利用に関する
計画（2011）

官民データ活用
推進基本法施行

（2016）

（出典）総務省（2021）「デジタル・ガバメントの推進等に関する調査研究」

住基カード及びマイナンバーカードの
人口に対する割合の推移
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住基カード累計交付枚数（万枚）

マイナンバーカード累計交付枚数（万枚）

住基カード普及率（%）

マイナンバーカード普及率（%）

（出典）総務省（2021）「デジタル・ガバメントの推進等に関する調査研究」11.3 17.5 23.8 27.6
36.1 41.0 40.0 42.6 45.2 47.1 49.1 51.2 52.3 52.6
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電子自治体オンラ
イン利用促進指針

（2006）

（出典）総務省（2021）「デジタル・ガバメントの推進等に関する調査研究」

地方公共団体の手続きにおけるオンライン利用率

※オンライン利用率＝オンラインで実施可能な手続におけるオンライン利用件数の割合



24第１章第３節 公的分野のデジタル活用（課題に対する現状②）

クラウド導入市区町村数の推移と目標

● 自治体におけるクラウドの導入状況は、2018年4月時点で1,000団体を超える。2023年度末までに約1,600団
体のクラウド導入を目指し、取組を進める。

● AI・RPAの導入状況は、令和元年度に都道府県や指定都市では5割前後に達する一方、その他の市区町村
では一桁にとどまる。

（出典）総務省（2021）「総務省自治体クラウドポータルサイト
「クラウド導入状況（平成31年4月現在）」」

地方公共団体におけるRPA導入状況

地方公共団体におけるAI導入状況

（出典）総務省「地方自治体のデジタルトランスフォーメーション
推進に係る検討会（第3回）」資料



25第１章第３節 公的分野のデジタル活用（課題に対する現状③）

● 自治体におけるDX推進に係る課題として、財源の確保に次いで、情報主管課職員の確保、デジタル専門人
材の確保を課題に挙げる団体が多い。

● デジタル専門人材の確保のための最大の課題として、適切な人材が発見できない点が挙げられている。

DX推進に係る課題

デジタル専門人材の確保に係る課題

（出典）総務省（2020）「デジタル専門人材の確保に係るアンケート」



26第１章第３節 公的分野のデジタル活用（課題に対する現状④）

● 地方公共団体におけるオープンデータ取組率は、2021年4月時点で約65％。

● 公開している分野は「防災分野」、「基礎的な統計」、「公共施設の位置やサービス」の順となっている。

● 課題・問題点としては、「人的リソースがない」、「効果・メリット・ニーズが不明確」の順となっている。

現在公開しているオープンデータの分野 オープンデータに取り組むにあたっての課題・問題点

38%

41%

10%

11%

13%

10%

13%

23%

34%

21%

3%

7%

8%

20%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

基礎的な統計情報（人口、産業等）

防災分野の各種情報（指定緊急避難場所）

地理空間情報（地図・地形・地質等）

予算・決算・調達に関する情報（調達情報一覧）

公共交通関連の情報（時刻表、運行状況等）

環境に関する情報（大気、水質等）

学校教育に関する情報（小中学校進学区域、学…

健康づくり、医療福祉に関する情報（医療機…

公共施設の位置やサービスに関する情報（公共…

観光に関する情報（観光施設、イベント）

議会や各種会議の議事録（議会一覧）

都市計画・まちづくりに関する情報（基礎調…

交通事故や犯罪、火災等に関する情報（防災情…

子育てに関する情報（放課後児童クラブ、児童…

その他

R2年度（n=1714） H30年度（n=1736） H28年度（n=1788）

校給食献立）

関、介護サービス事業所）

施設一覧、行政サービス一覧）

査、航空写真）

報）

館）

（出典）内閣官房IT総合戦略室（2021）「地方公共団体へのオープンデータの取組に関するアンケート」

51%

26%

19%

24%

24%

17%

55%

23%

23%

29%
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オープンデータの効果・メリット・ニーズが不
明確

オープンデータにどう取組んで良いか分からな
い

統括する部門がない

オープンデータとして出すデータと出さない
データの仕訳、判断ができない

オープンデータを開始した後の業務プロセスが
不明

予算がない

オープンデータを担当する人的リソースがない

原課の理解が得られない

業務量の増加が予想されるため、導入できてい
ない

オープンデータの利活用が進まない

R2年度（n=1714） H30年度（n=1736） H28年度（n=1788）
※各団体は優先度の高い課題や問題点を５つまで選択。 ※各団体は優先度の高い課題や問題点を５つまで選択。



27第１章第３節 公的分野のデジタル活用（課題に対する現状⑤）

● 住民によるオンライン行政手続きの利用意向自体は高い。「いつでも利用できる」、「窓口に行かなくて済む」
といった理由が多くを占める。

● 実際にはオンライン申請の利用は伸び悩んでいる。その理由は、「手続きが限られている」、「できることを知
らなかった」、「複雑で使いずらい」といったものが上位。

オンライン行政手続きの利用意向

とても利用
したいと思
う(38.7%）

やや利用し
たいと思う

(38.6%)

あまり利用
したいと思
わない
(8.6%)

全く利用し
たいと思わ
ない(3.5%)

わからない
(10.1%)

その他
(0.6%)

77.3%

33%

29%

23%

21%

14%

12%

3%

0% 10% 20% 30% 40%

電子申請できる行政手続きが
限られているから

電子申請できること自体を
知らなかったから

電子申請の使い方が複雑で
使いずらいと感じたから

特にない

申請や届け出が正確に
できているか不安だから

職員と対面で申請や手続きを
したほうが安心だから

その他

電子申請サービスを利用しなかった理由

（出典）トラストバンク「行政手続きのデジタル化に関するアンケート」（実施期間：2020年7月31日～8月7日）



28第１章第３節 公的分野のデジタル活用（海外のデジタル・ガバメント①）

行政サービスのデジタル化における各国・地域の取組概要

● 行政サービスのデジタル化では、各国ともデジタル前提でのユーザー体験向上を重視し、政府ポータルサイ
トから各種手続きが可能となっている。

● デンマークではユーザ中心のサービスデザインを徹底しているほか、英国ではアジャイル開発で市民からの
フィードバックを受けて改善を図る。

（出典）総務省（2021）「デジタル・ガバメントの推進等に関する調査研究」



29第１章第３節 公的分野のデジタル活用（海外のデジタル・ガバメント②）

● 韓国では政府共通の標準フレームワーク活用を義務づけ、海外への輸出を図っているほか、米国では行政
機関へのクラウド導入を本格的に推進。

● ベースレジストリの整備は、いずれの国でも推進。EUではワンスオンリーを実現するため、最重要政策と位
置付け。

行政情報システム及びデータ連携における各国・地域の取組概要

（出典）総務省（2021）「デジタル・ガバメントの推進等に関する調査研究」



30第１章第３節 公的分野のデジタル活用（デジタル・ガバメントの構築に必要な取組）

政府情報システム・データ整備等の４つの柱

● デジタル・ガバメント実現のためのグランドデザインでは以下の４つの柱が示される。

● ユーザ体験志向：業務を俯瞰して捉え、ユーザの利便性を徹底的に追求。

● データファースト：組織横断的なデータマネジメント、広域で一元的なデジタル化の推進

● 政府情報システムのクラウド化・共通部品化：標準化を契機に効果を最大にする運用の徹底

● 政府のスマート化：調達手法、開発手法、人材評価等の整備が急務

（出典）各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議（2020.3.31）資料



31第２章第１節 コロナ禍による社会・経済への影響

● 新型コロナウイルス感染症の流行により、経済は大幅に落ち込む。その後、感染症対策を講じつつも経済
活動を再開する動きが進んだが、回復の度合いは国によるばらつきが大きい。

● ウイルスへの対抗策として講じられた外出行動の抑制によって、消費の落ち込みにつながる。

日米欧主要国の実質GDP成長率 主要国の実質GDP水準

（出典）総務省（2021）「ポストコロナの経済再生に向けたデジタル活用に関する調査研究」

主要国の消費と外出行動

（出典）三菱総合研究所

（出典）三菱総合研究所



32第２章第１節 コロナ禍の国民のデジタル活用（消費行動の変化①）

● 「巣ごもり消費」が伸びた結果、インターネットショッピングの利用世帯は、2020年3月以降に急増。

● 増加傾向にあった有料動画配信サービスの利用率は、在宅時間の増加等により、さらに伸長。

● デジタルサービスの利用率は、2回目の緊急事態宣言下で軒並み減少。

ネットショッピング利用世帯の割合
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60%

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
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有料動画配信サービスの利用率
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3か月より以前に、有料の動画配信サービスを利用したことがある
3か月以内に、有料の動画配信サービスを利用したことがある
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44%

40%
35%

27%
24%

21%
20%
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19%

18%
17%

15%
15%
14%

12%
12%
11%

8%
7%
7%

4%
27%

42%
34%

27%
28%

21%
17%

16%
15%

13%
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11%
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11%

9%
8%
9%

4%
6%

4%
3%

37%

0% 20% 40% 60%

インターネットショッピング
電子マネー・電子決済・QR決済サービス

ネット動画配信
非接触型の検温

オンラインバンキング
ゲーム

オンライン会議
電子書籍・電子コミック

テレワーク
音楽配信

接触確認アプリ
オンライン飲み会・食事会
食事の代行配達サービス

ネットスーパー
オンラインでの研修や教育の受講

オンラインセミナーや展示会の参加
オンラインイベントの視聴・参加

オンラインによる手続き
オンライン授業
オンライン講座
ワーケーション

オンラインツアーの参加
当てはまるものはない

１回目
２回目

（出典）総務省「家計消費状況調査」を基に作成

（出典）インプレス（2020）を基に総務省作成
（出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意識の変化に関する調査研究」

緊急事態宣言下で利用したサービス



33第２章第１節 コロナ禍の国民のデジタル活用（消費行動の変化②）

● 経済指標を見ても、外出自粛の影響を受けやすいサービス消費の落ち込みが続いている。

● 小売業では、前年同月と比較して、オンライン販売が軒並み増加する一方、対面販売は減少。

● オンライン消費の拡大、テレワークや遠隔授業の実施等により、インターネットトラヒックが大幅に増加。

インターネットトラヒックの増加

品目別の名目消費支出
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60%

-50%
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アパレル
小売

総合スーパー・
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医薬品・化粧品
小売

（ドラッグストア等）

機械器具

小売

（家電量販店等）

飲食料品

小売

対面販売 オンライン販売

（出典）総務省（2021）「ポストコロナの経済再生に向けた
デジタル活用に関する調査研究」

（出典）成長戦略会議資料（2021.2.17）

（出典）総務省（R3.2.5）「我が国のイン
ターネットトラヒックの集計・試算」

（前年比、%） 2021年1月前半の小売業への消費支出（前年同月比）



34第２章第２節 コロナ禍の公的分野のデジタル活用（行政・国内）

● 政府や地方公共団体は、迅速な経済的支援の実施や、地域での感染状況やそのリスクの把握のため、デ
ジタル技術を活用した様々な取組を実施。

● これらの取組では、制度や慣習等による制約、調達やプロジェクトマネジメントにおける課題が顕在化。

接触確認アプリ「ＣＯＣＯＡ」 内閣官房 新型コロナウイルス感染症対策サイト

1% 3%
9%

12%
18%

47%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

国家公務員テレワーク実績

（出典）内閣官房新型コロナ
ウイルス感染症対策テック
チーム「第3回接触確認アプ

リに関する有識者検討会合」
厚生労働省提出資料

（出典）内閣官房IT総合戦略
室及び内閣人事局

「国家公務員テレワーク実績
等の結果」を基に総務省作成

（出典）内閣官房 新型コロナウイルス感染症対策サイト



35第２章第２節 コロナ禍の公的分野のデジタル活用（行政・海外）

● 海外では、住民等への給付や支援、感染者情報の管理・共有等においてデジタル技術を活用。

● デンマークでは、給付金支給手続きがオンラインで完結しているほか、患者数をリアルタイムで把握。

● 韓国では、クレジットカード会社との連携による早期支給や、感染状況のリアルタイム共有を実現。

● 台湾では、マスクの実名購入制を確立し、販売薬局の在庫状況をオープンデータ化。

海外におけるデジタルを活用したコロナ禍対応
台湾のシビックテックが公開したマスク購買マップ

項目 取組の内容

給付金の
支給

クレジットカード会社等のサイトから住民登録番号を入
力し申請することで、早期に支給を完了。（韓国）

全国民が電子私書箱と政府との連絡口座を登録してお
り、連絡→申請→入金のプロセスがオンラインで完結。
（デンマーク）

マスクの
需給対策

マスクの実名購入制を早期に確立し、価格高騰を防止。
併せて、マスク販売薬局の在庫データを公開することで、
市民の不安や混乱を軽減。（台湾）

感染状況の
把握・通知

通信会社が提供した携帯電話のGPS情報から、感染者
状況を把握。（韓国）

感染者情報の
管理・共有

感染者の発生状況をリアルタイムで、医療機関、保健所、
中央政府・地方自治体間で共有。（韓国）

医療情報を一元管理しており、発生初期段階から、リア
ルタイムで患者数を把握。（デンマーク）

（出典）中央健康保險署「口罩供需資訊平台」



36第２章第２節 コロナ禍の公的分野のデジタル活用（教育）

● 小・中・高等学校等では臨時休業期間中に遠隔・オンライン教育が実施されたが、受講状況は時間の経過
とともに減少。

● 大学等では、対面・遠隔が併用されているが、オンラインでの受講状況はあまり減っていない。

大学等における授業の実施方針 オンライン教育（授業）の受講状況
（高校生／大学生・大学院生）

19.3%

80.1%

0.6%
全面対面

併用

その他

20.4%

11.1%

25.0%

24.6%

19.0% ほとんど対面

7割が対面

おおむね半々

3割が対面

ほとんどが遠隔

【2020年度後期授業の方針】

【対面・遠隔の併用割合】

（出典）文部科学省（2020）「大学等における後期等の授業の
実施方針等に関する調査」を基に総務省作成

子供の遠隔・オンライン教育（小学生・中
学生の子を持つ親を対象とした調査）

（出典）内閣府（2020）「第2回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

（出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意識の変化に関する調査研究」

オンラインカリ
キュラム（オーク
国立アカデミー）



37第２章第２節 コロナ禍の公的分野のデジタル活用（医療）

● 初診から電話・オンラインによる診療ができるという時限的・特例的な要件緩和を実施。

● オンライン診療ビジネスには、携帯電話事業者等の異業種からの参入が相次ぐ。

● 電話・オンライン診療にかかる要件緩和が行われて以降、登録医療機関数は緩やかに増加。
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2021年2020年

電話・オンライン診療に対応する医療機関数

オンライン診療に関するリーフレット

（出典））厚生労働省（2020）
「電話・オンラインによる診療がますます便利になります」

（出典）厚生労働省（2021）「第15回オンライン診療の適切な実施に関する指針の見直しに関する検討会」資料



38

● 我が国の企業活動は、2020年第2四半期に大きく落ち込む。業種別にみると回復状況にばらつきが見られる。

● 製造業は、当初は大きく落ち込むものの、輸出の回復により、いずれの業種も回復基調にある。

● 非製造業は、小売・通信が堅調である一方、対面型業種では回復の見通しが立たない「K字型」。

【製造業】 【非製造業】
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非製造業 小売業
通信 対個人サービス
宿泊・飲食

2019年 2020年 2021年

企業種別業況判断DI

（出典）日銀短観（企業種別業況判断DI)を基に総務省作成

第２章第３節 コロナ禍の企業活動の変化（経済指標）

仕向地別の実質輸出

2021年3月の売上高が2019年比「半減」以下の業種

輸出・生産・サービス活動

（出典）東京商工リサーチ（2021.4.22）第15回「新型コロナウイルスに関するアンケート」調査

（出典）三菱総合研究所

（出典）総務省（2021）「ポストコロナの経済再生に向けたデジタル活用に関する調査研究」



39第２章第３節 コロナ禍の企業活動の変化（サプライチェーン分断）

● コロナ以前から米中対立に起因するサプライチェーンの分断が起きていたが、コロナ禍における世界規模で
の人流・物流の不活発化により、サプライチェーンの寸断は拡大。

● 我が国企業においても、中国に設けていた生産拠点の第三国への移転や国内への回帰が見られる。

新型コロナウイルスを受けたサプライチェーンの寸断

（出典）総務省（2021）「ポストコロナの経

済再生に向けたデジタル活用に関する
調査研究」（ジェトロ『地域・分析レポー
ト』（2020 年1 月10 日）「特集：米中摩擦

でグローバルサプライチェーンはどうな
る？米中貿易摩擦の日本企業への影
響（その1）対中制裁関税などへの対応
に苦慮」に着色加工）

（出典）経済産業省（2020.5.26）
「第7回産業構造審議会通商・貿易分科会」

日本企業の生産拠点の移転事例



40第２章第３節 コロナ禍の企業活動の変化（日米上場企業の動向）

● コロナ禍において、米国ではGAFA等の「TECH企業」が軒並み業績を伸ばしている。我が国でもICT産業や
ゲーム業界が、オンライン消費の拡大を背景に増益となる。

● 日米ともにICT関連業種の時価総額が大きく伸びており、これらの業種が業績回復を牽引。

79,327 （+12.2％）

64,273 （+22.0％）

43,988 （+20.4％）

34,913 （+36.2％）

30,749 （-5.2％）
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【米国（ニューヨーク証券取引所、NASDAQ）】

営業利益（億円）

19,115 （-25.6％）

16,140 （-0.2％）

10,524 （+1.7％）

9,582 （+8.4％）
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本田技研工業
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【日本（東証一部）】

営業利益（億円）

※2021年2月10日時点のデータで作成。米国企業の営業利益は、1ドル＝106.8円で換算。括弧内は対前年比。

米国の上場企業の時価総額の変化

（出典）成長戦略会議（2021.2.17）資料

（出典）成長戦略会議（2021.2.17）資料

東証一部上場企業の時価総額の変化
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※時価総額の伸び率上位5業種と下位5業種による、2020年1月末から2021年1月末の変化率。



41第２章第３節 コロナ禍の企業活動の変化（テレワーク①）

● 民間企業におけるテレワークは、緊急事態宣言時に実施率が上昇。

● 業種別にみると、テレワークの実施状況にばらつきが見られる。

● 地域別に見ても、大都市圏が含まれる地域において、テレワークの実施率が高くなる傾向。

企業のテレワーク実施率

25%

16%

27%

28%

56%

11%

21%

30%

28%

43%

11%

18%

20%

4%

27%

29%

0% 20% 40% 60%

全体（n=19946）

建設業（n=1173）

製造業（n=5612）

電気・ガス・熱供給・水道業（n=329）

情報通信業（n=1703）

運輸業，郵便業（n=1255）

卸売業，小売業（n=1829）

金融業，保険業（n=1129）

不動産業，物品賃貸業（n=403）

学術研究，専門・技術サービス業（n=204）

宿泊業，飲食サービス業（n=315）

生活関連サービス業，娯楽業（n=342）

教育，学習支援業（n=601）

医療，介護，福祉（n=2146）

その他のサービス業（n=1867）

上記以外の業種（n=1036）

12%

36%

16%

21%

11%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

北海道・東北（n=1761）

関東（n=8667）

東海・北陸・甲信越（n=3363）

近畿（n=3461）

中国・四国・九州（n=2695）

業種別・テレワーク実施率

（出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意識の変化に関する調査研究」

地域別・テレワーク実施率

（出典）東京商工リサーチ「新型コロナウイルスに関するアンケート」調査（第2～6、8、10、14回）を基に総務省作成



42第２章第３節 コロナ禍の企業活動の変化（テレワーク②）

● テレワークの実施形態は、在宅がほとんどであり、大企業勤務と中小企業勤務とで実施経験に差。

● 実施企業における頻度については、大企業・中小企業ともに同様の傾向を示す。

● 中小企業は大企業に比べて、社内の実施率において二極化が生じている傾向。

テレワークの実施頻度（企業規模別）

（出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意識の変化に関する調査研究」

テレワークの実施経験（企業規模別） 勤務先のテレワーク実施率（企業規模別）

テレワークの継続意向

47.8%

5.7%

5.1%

49.0%

24.4%

2.9%

4.5%

72.5%
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外出先でテレワーク（モバイルワーク）をし
たことがある

テレワークはしたことがない

大企業（n=335） 中小企業（n=418）

31.6%

19.9%

34.8%

22.6%

24.6%

25.7%

16.5%

22.6%

14.6%

20.5%

20.9%

12.2%

12.9%
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11.3%

13.0%
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20.0%
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43第２章第３節 コロナ禍の企業活動の変化（テレワーク③）

● テレワークのメリットとしては、効率性よりも時間に余裕ができる点を挙げる傾向にある。

● 課題・障壁としては、個別具体的なものでなく、業務内容・制度がテレワークに適さない点が多く挙げられる。

● テレワークは導入自体を目的とするのでなく、実施したいビジョンの実現手段として捉えることが重要。

テレワークの利点

81.5%

53.8%

45.1%

37.1%

32.9%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通勤時間が削減される

好きな場所で作業をすることができる

自分や家族のための時間をとりやすくなった

作業に集中できる

病気の予防になる

その他

36.3%

27.9%

22.8%

19.4%

17.8%

10.8%

0% 10% 20% 30% 40%

テレワークに適した仕事ではないため

勤務先にテレワークできる制度がないため

会社に行かないと利用できない資料

会社でしかできない手続き

社員同士のコミュニケーション

上司からの確認・指示を得にくい

テレワークの課題・障壁
オンラインコミュニケーションツールの利用状況

（出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意識の変化に関する調査研究」

テレワークの先進事例

取組 企業名（内容）

永久在宅勤務制度の導入 ・ツイッター（2020年5月～。対象は全世界の従業員約
4,000人）
・マイクロソフト（2020年10月～。一部の職種を除き、実
施割合が50%未満であれば可能）

社員の半数を在宅勤務 ・フェイスブック

オフィス面積削減 ・富士通（国内のオフィス約120万㎡を半減させる予定。
サテライトオフィスも整備する予定）

フリーアドレスオフィスの新設 ・PayPay（2020年9月～。在宅勤務が原則）

本社機能の地方移転 ・パソナ（2020年9月～淡路島に移転開始。2023年度末
までにグループ全体の本社機能社員約1,800人のうち
約1,200人が現地で働く予定）

（出典）経済産業省（2020）「通商白書」

（出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意識の変化に関する調査研究」を基に総務省作成



44第２章第３節 コロナ禍の企業活動の変化（テレワーク④）

● 米国では、「在宅勤務の方が効率的」と肯定的に評価する意見が多く、コロナ収束後においても、在宅勤務
の実施意向が高い傾向にある。

● EUでも在宅勤務は拡大しているが、特定の国、セクター、職業に偏り、格差が拡大する可能性が示唆される。

米国の在宅勤務の生産性

コロナ後の在宅勤務の実施意向（米国）

コロナ流行後の在宅勤務の実施割合（EU）

4.8% 4.2% 6.3%

43.5%

19.6%

8.7%
12.9%
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100%
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100%超

115％未満

115%以上
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130％超

職場での勤務の方が効率的
15.3％

在宅勤務の方が効率的
41.2％

27.3%

7.3%

14.2%

15.2%

12.2%

13.2%

10.7%

0% 10% 20% 30%

週5日

週4日

週3日

週2日

週1日

たまに行う

行わない

週1回以上
76.2％

（出典）成長戦略会議（2021.2.17）資料

（出典）成長戦略会議（2021.2.17）資料

（出典）Eurofound「Living, working and COVID-19 data」



45第２章第４節 コロナ禍で浮上した課題①

● 急速なデジタル化に伴い、デジタル社会の実現に向けた様々な側面における課題も顕在化。

● 対組織ではテレワーク等を狙った攻撃が大きな脅威に。対個人ではオンライン決済等への脅威が上位に。

● セキュリティ等の課題を解決するには、利用者のリテラシー向上が重要となる。

情報セキュリティ10大脅威2021（IPA）

（出典）IPA（2021）「情報セキュリティ10大脅威2021」を基に総務省作成

テレワークにおけるセキュリティ被害

オンライン教育におけるセキュリティ被害

被害機関 内容

日新製糖株式会社 VPN機器の脆弱性をつかれ、社外からのリモートアクセスを管理するシステムに対し
ての不正アクセスがあり、リモートアクセスのログ情報が流出した。

三菱重工業株式会社 社員が在宅勤務時に社内ネットワークを経由せず、社外のSNSに接続したところウイ

ルスに感染した。社員が感染したパソコンを社内ネットワークに接続したことで、社内
へ感染が拡大した。その後サーバーに対して外部からの不正アクセスを受けた。

株式会社ディーカレット 金融系企業。社員のアクセス時ログ情報が不正アクセスを受けて盗まれた。顧客の
個人情報や暗号資産の流出はないと説明。

札幌大学 VPNの脆弱性をつかれ、事務職員のテレワーク用のシステムがサイバー攻撃を受け
た。事務職員9名分のIDが漏えいした。パスワードの機密情報の漏えいはなかったと
発表。

米フォーティネット社製
VPN装置を使用してい
た機関

VPN装置の欠陥が悪用され、国内の企業や行政機関がサイバー攻撃を受けていた。
ID、パスワードの認証情報が被害にあった。

被害機関 内容

米国メリーランド州ボル
チモア郡の公立学校

ランサムウェア攻撃を受けたことによって、 11万５千人の自宅学習中の学生が突然
遠隔授業を受けられなくなった。

国立大学法人香川大学 経済学部の新学期ガイダンスをZoomで行ったところ、Zoombombingの被害を受
けた。開始10分ほどで、共有機能を使い、性的な映像や外国語の文字が画面に表
示された。

公立大学法人公立諏訪
東京理科大学

遠隔授業実施の際、教員（専任）が担当科目の履修学生に対し、学生1名の個人情
報に係る情報（学籍番号等のプライバシーに関する基本情報）を3分間程度画面に
共有した。（出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の

実態と利用者意識の変化に関する調査研究」



46第２章第４節 コロナ禍で浮上した課題②

● 接触確認アプリなど利用者位置情報や行動履歴の取得に関し、個人情報保護とのバランスを考える必要。

● デジタル活用の進展に伴い、データ流通を支える通信インフラの増強やアクセシビリティの確保も課題。

● デジタル化を前提とした業務・慣習の見直しを行い、新たな生活様式への移行を進める必要。

（出典）総務省「通信利用動向調査」

インターネット利用率
（2020年、地域別）
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インターネット利用率
（2020年、世帯年収別）

電子契約の利用状況（2021年1月）

電子契約サービス事

業者の電子署名を電

子契約で採用してい

る, 17.5%

契約当事者の

電子署名を電

子契約で採用

している, 14.4%

電子署名を利

用しない電子

契約を採用し

ている, 14.6%電子契約サー

ビス事業者と

契約当事者の

両方の電子署

名を電子契約

で採用してい

る, 16.0%

電子署名を利

用しているかわ

からないが、

電子契約を利

用している, 
4.7%

電子契約をま

だ採用していな

いが、準備・検

討中である, 
17.7%

電子契約をまだ利用し

ておらず、予定もない, 
15.1%

（N=981）

（出典）JIPDEC/ITR（2021）「企業IT利活用動向調査2021」

海外におけるインターネットトラヒックへの影響

団体 内容

欧州委員会 ・欧州委員会及びBEREC（欧州電気通信規制者団体）において、2020年3月
19日に共同声明を発表。
・サービス品質の低下につながるトラヒック抑制に係る自主的取組を促す。

AT＆T(米) ・コアネットワーク22%増(2020年4月30日時点、同年2月比)。

BT(英) ・平日昼間のトラヒック35%～60%増加。

ネットフリックス ・動画配信時に、画質低減を実施。

YouTube(Google) ・初期設定時の画質を低画質に変更。

（出典）総務省（2020）「インターネットトラヒック研究会 第1回会合（総務省提出資料）」を基に総務省作成



47第３章 社会全体のデジタル化に向けて（コロナ後に求められる社会像）

● 乗り越えるべき社会課題として、新型コロナウイルス感染症への対応のほか、グリーン・カーボンニュートラ
ルや災害の激甚化といった世界規模での課題、人口減少・高齢化や生産性向上といった我が国で注視すべ
き課題などが存在。

● コロナ後の我が国においては、国民生活や企業活動を支える持続可能な社会、最低限の社会・経済機能を
維持できるレジリエントな社会、画一的でない多様な幸せが実現される社会の形成が求められる。

コロナ後に求められる社会像

感染症流行
（生活様式の
大きな変容）

一時的潮流 恒常的潮流

SDGs
（持続可能、ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙ）

ｸﾞﾘｰﾝ・
ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ

災害の激甚化

グローバルな課題（日本含む）

持続可能な社会

人口減少・高齢化

生産性向上

わが国が注視する課題

情報過多・情報独占

都市－地方問題嗜好の多様化 ウェルビーイング

乗り越えるべき
社会課題

コロナ後に
求められる
社会像

レジリエントな社会 多様な幸せが実現できる社会

（出典）総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意識の変化に関する調査研究」



48第３章 社会全体のデジタル化に向けて（社会・経済課題の解決）

● 人口減少・少子高齢化に伴う労働力の不足、国内市場の縮小、世界規模でのデジタル化に伴う産業構造の
変化といった課題に対応し、持続的な成長力を実現するには、供給面・需要面の双方での対策が必要。

● 加えて、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、国民生活や社会・経済活動における脆弱性も明ら
かとなった。

● 今後、社会機能を維持・継続できる強靱性（レジリエンス）の確保は、生産性の向上や新たな付加価値の創
出と並んで、デジタル化を社会に定着させる上での重要な目的となる。

ICTによる経済貢献経路

（出典）総務省（2016）「平成28年版情報通信白書」

人口減少・少子高齢化

労働力の減少
国内市場の縮小 デジタル競争力の低迷

デジタル化による
産業構造の変化

「誰一人取り残さないデジタル化」の実施

生産性の向上 新たな付加価値の創出

新型コロナウイルス
感染症の流行

国民生活・経済活動の
制約

強靱性の確保

我が国経済の再生
持続的成長の実現

レジリエントな社会の構築
多様な幸せが実現できる社会の形成

社会・経済課題の解決に寄与するデジタル化

（出典）総務省作成



49第３章 社会全体のデジタル化に向けて（「誰一人取り残さない」デジタル化）

● 今後、デジタルの社会への定着を図るには、デジタルへの接触機会を増やしその価値を実感できるようにす
るなど、全ての人にデジタルの恩恵を受けられる機会を与える「誰一人取り残さない」ための取組が必要。

● 利用者のデジタル活用を促す取組（デジタル・デバイド解消、リテラシー向上、UI/UXの改善）、供給者のデジ
タル化（データ流通・連携、デジタル人材の確保・育成、オープン化・クラウド化、働き方改革）、共通基盤（高
度な情報通信インフラ、ベース・レジストリ、安全・安心の確保）の構築を戦略的・一体的に進める必要。

戦略的・一体的に取り組むべき「誰一人取り残さない」デジタル化

民間のデジタル・
プラットフォーム

高度な情報通信インフラ（5G等）の整備
ベース・レジストリの整備

安全・安心の確保（サイバーセキュリティ、個人情報の保護等）

国民利用者
デジタル・デバイドの解消
デジタル・リテラシーの向上

連携公共デジタル・プラットフォームの整備
（ID制度、認証制度、ガバメントクラウド等）

公的分野 民間企業
データ連携、専門人材の確保・育成

UI/UXの改善

（出典）総務省作成



50第４章 ICT分野の基本データ

• 情報通信産業の国内生産額
（2019年、名目）

108.4兆円
全産業の10.4％

• 情報通信産業の雇用者数
（2019年）

405.8万人
全産業の5.6％

• 情報通信産業の付加価値誘
発額 （2019年）

92.1兆円

• 我が国の情報化投資
（2019年、実質（2015年価格））

14.3兆円
民間企業設備投資の

15.7％

• ICT財・サービスの貿易額
（2019年、名目）

輸入 17.0兆円

輸出 10.2兆円

• 情報通信産業の研究費
（2019年度）

3.9兆円
企業研究費の27.1％

• 情報通信産業の研究者数
（2019年度）

17.4万人
企業研究者の34.3％

• 通信産業の労働生産性
（2019年度）

1,413.1万円

• 我が国のコンテンツ市場の
規模

（2019年）

12.0兆円

• 我が国の放送コンテンツ
海外輸出額

（2019年度）

529.5億円

• 固定電話の保有率(世帯)
（2020年）

68.1％

• スマートフォン保有率(個人)
（2020年）

69.3％

• インターネット利用率(個人)
（2020年）

83.4％

• SNS利用状況(個人)
（2020年）

73.8％

• クラウドサービスの利用状況
（一部でも利用している企業の割合、2020年）

68.7％

• IoT・AIの導入状況
（導入している割合、2020年）

12.4％

• 固定系ブロードバンドの契約数
（2020年度末）

4,268万

• 移動系通信の契約数
（2020年度末）

1億9,512万

• 我が国における
インターネットトラヒック

（2020年11月,ダウンロード）

19.9Tbps

• 放送サービスの加入者数
（2019年度末）

8,112.8万件

• テレビ(リアルタイム)視聴時間
（2021年1月12日～18日、平日１日当たり）

163分

• インターネット利用時間
（2021年1月12日～18日、平日１日当たり）

168分
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